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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フッ素樹脂又はポリエステル樹脂を用いたバックシート基材の、接着性改良のための化
学的処理又は物理的処理が施された面上に、カルボン酸基及びカルボン酸塩由来の基から
選ばれる極性基を有する極性モノマーとエチレンとの共重合体及びアミノ基を有するジア
ルコキシシランを含有するエチレン共重合体組成物を含む封止材層が溶融押出しラミネー
ション法により積層された太陽電池用積層シート。
【請求項２】
　前記化学的処理が、２液反応型のウレタン樹脂系アンカーコート剤を塗布する処理であ
る請求項１に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項３】
　前記ウレタン樹脂系アンカーコート剤が、ポリエステルウレタンポリオールを含む主剤
とイソシアネート化合物を含む硬化剤とを用いた２液反応型接着組成物である請求項２に
記載の太陽電池用積層シート。
【請求項４】
　前記物理的処理が、コロナ処理である請求項１に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項５】
　前記極性モノマーとエチレンとの共重合体が、エチレン・不飽和カルボン酸共重合体及
びエチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマーから選ばれる少なくとも１種であ
る請求項１に記載の太陽電池用積層シート。
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【請求項６】
　前記ジアルコキシシランが、３－アミノプロピルアルキルジアルコキシシラン及びＮ－
２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルアルキルジアルコキシシランから選ばれる少
なくとも１種である請求項１に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項７】
　前記ジアルコキシシランの含有割合が、前記極性モノマーとエチレンとの共重合体１０
０質量部に対して１５質量部以下である請求項１に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項８】
　前記エチレン・不飽和カルボン酸共重合体が、エチレン・アクリル酸共重合体又はエチ
レン・メタクリル酸共重合体である請求項５に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項９】
　前記アイオノマーが、エチレン・不飽和カルボン酸共重合体の亜鉛アイオノマーである
請求項５に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項１０】
　前記アイオノマーは、エチレン・不飽和カルボン酸共重合体中の酸基の中和度が６０％
以下である請求項５に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項１１】
　前記エチレン・不飽和カルボン酸共重合体は、不飽和カルボン酸に由来の構成単位の割
合が共重合体全質量に対して２０質量％以下である請求項５に記載の太陽電池用積層シー
ト。
【請求項１２】
　前記ジアルコキシシランの含有量が、前記エチレン・極性モノマー共重合体１００質量
部に対して、０．０３～１２質量部である請求項１に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項１３】
　前記フッ素樹脂が、テトラフルオロエチレン・エチレン共重合体、テトラフルオロエチ
レン・ヘキサフルオロプロピレン共重合体、テトラフルオロエチレン・パーフルオロアル
キルビニルエーテル共重合体、ポリクロロトリフルオロエチレン、クロロトリフルオロエ
チレン・エチレン共重合体、ポリフッ化ビニル、及びポリフッ化ビニリデンから選ばれる
少なくとも１種である請求項１に記載の太陽電池用積層シート。
【請求項１４】
前記ポリエステル樹脂が、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタ
レート（ＰＥＮ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、及びポリシクロヘキサンジ
メタノール－テレフタレート（ＰＣＴ）から選ばれる少なくとも１種である請求項１に記
載の太陽電池用積層シート。
【請求項１５】
　太陽光が入射する基板と、太陽電池素子と、請求項１に記載の太陽電池用積層シートと
を備えた太陽電池モジュール。
【請求項１６】
　フッ素樹脂又はポリエステル樹脂を用いたバックシート基材の、接着性改良のための化
学的処理又は物理的処理が施された面上に、カルボン酸基及びカルボン酸塩由来の基から
選ばれる極性基を有する極性モノマーとエチレンとの共重合体及びアミノ基を有するジア
ルコキシシランを含有するエチレン共重合体組成物を含む封止材層を溶融押出しラミネー
ション法により積層することを有する太陽電池用積層シートの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、太陽電池モジュールを構成する太陽電池素子を固定するための太陽電池用積
層シート及びこれを備えた太陽電池モジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　無尽蔵な自然エネルギーを利用し、二酸化炭素の削減やその他の環境問題の改善が図れ
る水力発電、風力発電、並びに太陽光発電などが脚光を浴びている。このうち、太陽光発
電は、太陽電池モジュールの発電効率等の性能向上が著しい一方、価格の低下が進んだこ
と、国や自治体が住宅用太陽光発電システム導入促進事業を進めてきたことから、近年で
はその普及が著しく進んでいる。
【０００３】
　太陽光発電は、シリコンセル半導体（太陽電池素子）を用いて太陽光エネルギーを直接
電気エネルギーに変換するものである。ここで用いられる太陽電池素子は、直接外気と接
触するとその機能が低下するため、一般には、太陽電池素子を封止材及び透明な表面保護
材（主にガラス）と、裏面保護材（ポリエステル樹脂系あるいはフッ素樹脂などのバック
シート）とで挟み、これにより緩衝と共に、異物の混入や水分等の侵入を防いでいる。こ
のとき、バックシートは、外部環境（雨、湿度、風など）から太陽電池素子を保護するほ
か、電気絶縁性、難燃性、耐熱性、封止材との接着性、耐候性など様々な性能が求められ
る。そのため、これらの性能を満たすために種々の材料及び構成が検討されている。
【０００４】
　バックシートとしては、電気絶縁性に優れたポリエステル樹脂やフッ素樹脂などフィル
ムを用いた太陽電池裏面封止用シートが使用されるようになっている。このポリエステル
樹脂やフッ素樹脂のフィルムを用いた場合には、デメリットとして封止材との接着性に劣
るという課題がある。この接着性を改善する方法として、プライマーとして機能する易接
着コート層をバックシート上に塗工する（例えば、特許文献１参照）、ポリエステルフィ
ルムにコロナ処理を施す（例えば、特許文献２参照）等が提案されている。
【０００５】
　バックシートの性能を改良するために多層構造にすることは、上記以外にも数多く提案
されている（例えば、特許文献３～７参照）。これらの積層バックシートと太陽電池素子
とを用いて太陽電池モジュールを製造する場合には、更に封止材が必要である。また、積
層バックシートにおいて、基材（ベース）となるポリエステル樹脂やフッ素樹脂のフィル
ムと、他の性能改良層との接着強度は更なる強度向上が要求されている。
【特許文献１】特開２００７－４８９４４号公報
【特許文献２】特開２０００－２４３９９９号公報
【特許文献３】特表２００８－５４６５５７号公報
【特許文献４】特開２００５－３２２６８１号公報
【特許文献５】特開２００６－１７９５５７号公報
【特許文献６】特開２００６－２１０５５７号公報
【特許文献７】特開２００７－１５００８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　太陽電池は、約２０年もの長期にわたりその性能を維持できる耐久性が必要とされてお
り、封止材とバックシートとの間の接着性が太陽電池の信頼性を左右する。しかしながら
、封止剤とバックシートとの間の接着強度が著しく低下し、その影響を受けてデラミネー
ションを起こすと、水分が剥離した箇所を通って封止材をも透過し、出力低下などの問題
を引き起こす場合がある。
【０００７】
　この耐久性の評価は、高温多湿（温度８５℃，相対湿度８５％）下での促進試験により
行なわれているが、長期信頼性を維持するバックシートと封止材との接着性の低下につい
ては、未だ解決されるに至っていないのが現状である。
【０００８】
　また、太陽電池モジュールを製造する場合、以下の二つの方法で製造されている。
（１）バックシートと封止材と太陽電池素子と封止材とガラスプレートとをこの順番に積
み重ね、加熱して一体化する。
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（２）ガラスプレート上に直接太陽電池素子が形成された太陽電池素子形成面に対して封
止材、バックシートの順番で積み重ね、加熱して一体化する。
　これらの方法は、いずれもバックシート、封止材を別々に用意して、太陽電池素子を含
む他の部材と同時に慎重なる運搬と慎重なる位置決めを行いながら積み重ね、一体化する
必要がある。
　また、それぞれの部材を保管（ストック）する場所も必要である。また別には、モジュ
ール製造時には、それぞれの部材を供給する製造設備が必要となるうえ、大きな設置場所
が必要である。
【０００９】
　本発明は、上記状況に鑑みなされたものである。このような状況の下、従来の太陽電池
モジュールの製造現場において、部材管理や部材の取扱い性が大幅に改善され、生産性の
向上及び製造設備の簡素化に寄与すると共に、バックシートと封止材との層間接着強度に
優れた太陽電池用積層シートが必要とされている。また、
　耐久性に優れた太陽電池モジュールが必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記課題を達成するための具体的手段は、以下の通りである。即ち、本発明は、
＜１＞　フッ素樹脂又はポリエステル樹脂を用いたバックシート基材の、接着性改良のた
めの化学的処理又は物理的処理が施された面上に、カルボン酸基及びカルボン酸塩由来の
基から選ばれる極性基を有する極性モノマーとエチレンとの共重合体及びアミノ基を有す
るジアルコキシシランを含有するエチレン共重合体組成物を含む封止材層が溶融押出しラ
ミネーション法により積層された太陽電池用積層シートである。
【００１１】
＜２＞　前記化学的処理が、２液反応型のウレタン樹脂系アンカーコート剤を塗布する前
記＜１＞に記載の太陽電池用積層シートであることが好ましい。
【００１２】
＜３＞　前記ウレタン樹脂系アンカーコート剤が、ポリエステルウレタンポリオールを含
む主剤とイソシアネート化合物を含む硬化剤とを用いた２液反応型接着組成物である前記
＜２＞に記載の太陽電池用積層シートであることが好ましい。
【００１３】
＜４＞　前記物理的処理が、コロナ処理である前記＜１＞～前記＜３＞のいずれか１つに
記載の太陽電池用積層シートであることが好ましい。
【００１４】
＜５＞　前記極性モノマーとエチレンとの共重合体が、エチレン・不飽和カルボン酸共重
合体及びエチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマーから選ばれる少なくとも１
種である前記＜１＞～前記＜４＞のいずれか１つに記載の太陽電池用積層シートであるこ
とが好ましい。
【００１５】
＜６＞　前記ジアルコキシシランが、３－アミノプロピルアルキルジアルコキシシラン及
びＮ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルアルキルジアルコキシシランから選ば
れる少なくとも１種である＜１＞～前記＜５＞のいずれか１つに記載の太陽電池用積層シ
ートであることが好ましい。
【００１６】
＜７＞　前記ジアルコキシシランの含有割合が、前記極性モノマーとエチレンとの共重合
体１００質量部に対して１５質量部以下である＜１＞～前記＜６＞のいずれか１つに記載
の太陽電池用積層シートであることが好ましい。
【００１７】
＜８＞　エチレン・不飽和カルボン酸共重合体は、エチレン・アクリル酸共重合体又はエ
チレン・メタクリル酸共重合体である前記＜５＞～前記＜７＞のいずれか１つに記載の太
陽電池用積層シートである。
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【００１８】
＜９＞　前記アイオノマーが、エチレン・不飽和カルボン酸共重合体の亜鉛アイオノマー
である前記＜５＞～前記＜８＞のいずれか１つに記載の太陽電池用積層シートである。
【００１９】
＜１０＞　前記アイオノマーは、エチレン・不飽和カルボン酸共重合体中の酸基の中和度
が６０％以下である前記＜５＞～前記＜９＞のいずれか１つに記載の太陽電池用積層シー
トである。
【００２０】
＜１１＞　前記エチレン・不飽和カルボン酸共重合体は、不飽和カルボン酸に由来の構成
単位の割合が共重合体全質量に対して２０質量％以下である前記＜５＞～前記＜１０＞の
いずれか１つに記載の太陽電池用積層シートである。
【００２１】
＜１２＞　前記ジアルコキシシランの含有量が、前記エチレン・極性モノマー共重合体１
００質量部に対して、０．０３～１２質量部である前記＜１＞～前記＜１１＞のいずれか
１つに記載の太陽電池用積層シートである。
【００２２】
＜１３＞　前記フッ素樹脂が、テトラフルオロエチレン・エチレン共重合体、テトラフル
オロエチレン・ヘキサフルオロプロピレン共重合体、テトラフルオロエチレン・パーフル
オロアルキルビニルエーテル共重合体、ポリクロロトリフルオロエチレン、クロロトリフ
ルオロエチレン・エチレン共重合体、ポリフッ化ビニル、及びポリフッ化ビニリデンから
選ばれる少なくとも１種である＜１＞～前記＜１２＞のいずれか１つに記載の太陽電池用
積層シートであることが好ましい。
【００２３】
＜１４＞　前記ポリエステル樹脂が、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチ
レンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、及びポリシクロ
ヘキサンジメタノール－テレフタレート（ＰＣＴ）から選ばれる少なくとも１種である＜
１＞～前記＜１３＞のいずれか１つに記載の太陽電池用積層シートであることが好ましい
。
【００２４】
＜１５＞　太陽光が入射する基板と、太陽電池素子と、前記＜１＞～前記＜１４＞のいず
れか１つに記載の太陽電池用積層シートとを備えた太陽電池モジュールである。
＜１６＞　フッ素樹脂又はポリエステル樹脂を用いたバックシート基材の、接着性改良の
ための化学的処理又は物理的処理が施された面上に、カルボン酸基及びカルボン酸塩由来
の基から選ばれる極性基を有する極性モノマーとエチレンとの共重合体及びアミノ基を有
するジアルコキシシランを含有するエチレン共重合体組成物を含む封止材層を溶融押出し
ラミネーション法により積層することを有する太陽電池用積層シートの製造方法である。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、従来の太陽電池モジュールの製造現場において、部材管理や部材の取
扱い性が大幅に改善され、生産性の向上及び製造設備の簡素化に寄与すると共に、バック
シートと封止材との層間接着強度に優れた太陽電池用積層シートが提供される。さらに、
　本発明によれば、耐久性に優れた太陽電池モジュールが提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下、本発明の太陽電池用積層シート及びこれを用いた太陽電池モジュールについて詳
細に説明する。
【００２７】
　本発明の太陽電池用積層シートは、フッ素樹脂又はポリエステル樹脂を用いたバックシ
ート基材の、接着性改良のための化学的処理又は物理的処理が施された面上に、カルボン
酸基及びカルボン酸塩由来の基から選ばれる極性基を有する極性モノマーとエチレンとの
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共重合体及びアミノ基を有するジアルコキシシランを含有するエチレン共重合体組成物を
含んでなる封止材層を、溶融押出しラミネーション法を用いて積層構造に構成したもので
ある。
【００２８】
　本発明は、バックシートと封止材とを一体化した太陽電池用積層シートを提供すること
が可能である。これにより、この太陽電池用積層シートは、従来の太陽電池モジュールの
製造現場において、部材管理や部材の取扱い性を大幅に改良する。すなわち、バックシー
トと封止材とを別々に管理する必要はない。モジュール製造時には、柔軟性に富むため自
重でたわみ易い封止材の面倒な取扱いが容易になる。特に、上記の太陽電池モジュールを
製造する方法（２）では、薄膜型の太陽電池モジュールの製造において革新的な生産性を
提供できる。
　また、本発明は、バックシートと封止材とを溶融ラミネーション法で高速一体成形でき
るうえ、強い層間接着強度を示すので長期耐久性に優れる。
　さらに、本発明は、ガラスなどの無機物に対しても強固に接着するので、耐久性に優れ
た太陽電池モジュールを提供できる。
【００２９】
　本発明においては、バックシート基材の後述する化学的処理又は物理的処理が施された
面上に、特定の極性モノマーとエチレンとの共重合体（以下、エチレン・極性モノマー共
重合体と表記することがある。）と特定のアルコキシシラン化合物とを含むエチレン共重
合体組成物からなる封止材用組成物を用いることで、高速で溶融ラミネーション法により
積層一体化できる。
　その結果、得られる積層シートは、耐湿・耐水性、柔軟性、及びモジュール製造時の成
形性を有する。また、太陽光が入射する基板／太陽電池素子／バックシートを含む積層構
造でのバックシートの接着性、具体的には、特に太陽電池素子とバックシートとの間に封
止材を配設して基板／太陽電池素子／封止材／バックシートを含む構造としたときの積層
シートの封止材面と接触する部材との接着性が高められ、さらに耐熱性の向上効果も相俟
ってより良好な接着性が得られる。これにより、バックシートと封止材との層間、封止材
と他の部材例えばガラスや太陽電池素子との層間の剥離に伴なう外気や異物・水分等の侵
入を回避することができ、電池機能の低下が抑えられ、太陽電池の長期での耐久性能が向
上する。
【００３０】
　本発明におけるエチレン・極性モノマー共重合体は、エチレンと極性モノマーとを少な
くとも共重合成分として共重合させた重合体であり、必要に応じて、他のモノマーが共重
合されてもよい。
【００３１】
　前記極性モノマーは、不飽和基と、カルボン酸基及びカルボン酸塩由来の基から選ばれ
る極性基の少なくとも１つとを有する不飽和モノマーであり、１種単独で又は２種以上を
組み合せて用いてもよい。不飽和基は、付加重合性の基が好ましく、エチレン性不飽和結
合を含む基がより好ましい。カルボン酸基及びカルボン酸塩由来の基は、これら以外の他
の極性基に比べ、接着性の点で好ましい。
【００３２】
　カルボン酸基及びカルボン酸塩由来の基を有する極性モノマー（以下、総じて「不飽和
カルボン酸」ということがある。）としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、フマ
ル酸、イタコン酸、マレイン酸、マレイン酸モノエステル（マレイン酸モノメチル、マレ
イン酸モノエチル等）等、及びこれらの１価金属の塩（例えば、リチウム、カリウム、ナ
トリウム等）又は多価金属の塩（例えば、マグネシウム、カルシウム、亜鉛等）などが挙
げられる。
　これらのうち、カルボン酸基の反応性の点で、アクリル酸、メタクリル酸が好ましい。
【００３３】
　エチレン・極性モノマー共重合体としては、接着性の点で、エチレン・アクリル酸共重
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合体、エチレン・メタクリル酸共重合体が特に好ましい例である。
【００３４】
　極性モノマーが不飽和カルボン酸の金属塩の場合、このエチレン・極性モノマー共重合
体はアイオノマーとして知られている。
　エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマーのベースとなるエチレン・不飽和
カルボン酸共重合体は前述と同様の共重合体が使用できる。その金属種としては、リチウ
ム、ナトリウムなどのアルカリ金属、カルシウム、マグネシウム、亜鉛、アルミニウムな
どの多価金属などを例示することができる。このようなアイオノマーを使用する利点は、
透明性、高温における貯蔵弾性率が高いことである。その中和度としては、例えば８０％
以下のものが望ましいが、接着性等を考慮するとあまり中和度の高いものは望ましくない
。アイオノマーは、例えば中和度が６０％以下、特に３０％以下のものが好ましい。中和
度の下限値は５％が望ましい。
【００３５】
　アイオノマーのベースとなるエチレン・極性モノマー共重合体としては、エチレン・ア
クリル酸共重合体、エチレン・メタクリル酸共重合体が好ましい。金属種は、特に亜鉛が
好ましく使用される。亜鉛アイオノマーは、金属イオンとして亜鉛イオンを含むので、Ｎ
ａ等の他の金属イオンを含むアイオノマーに比べ、特に耐候性に優れると共に、シート作
製過程でのゲル状物、発泡等の発生もより大きく抑制され、シート生産時の安定性が向上
する。
【００３６】
　エチレン・極性モノマー共重合体中の「極性モノマーに由来する構成単位」の割合は、
共重合体全質量に対して１質量％以上である。割合が１質量％以上とは積極的に含有する
ことを示し、この割合が１質量％未満であると、得られる共重合体の接着性が低下し、ひ
いては太陽電池の耐久性が低下する。これは、特にエチレン・不飽和カルボン酸共重合体
又はそのアイオノマーの場合に好適であり、不飽和カルボン酸に由来の構成単位の割合が
、共重合体全質量に対して１質量％以上であることが好ましい。
　また、不飽和カルボン酸に由来の構成単位の共重合体中における割合が大きくなると、
透明性に関してはより優れたものが得られるが、融点が低くなったり、吸湿性が増すなど
の問題を生じやすくなるため、不飽和カルボン酸に由来の構成単位の割合は、共重合体全
質量に対して、２０質量％以下が好ましく、より好ましくは１５質量％以下が望ましい。
【００３７】
　エチレン・極性モノマー共重合体の融点としては、５５℃以上が好ましく、より好まし
くは６０℃以上であり、特に好ましくは７０℃以上である。エチレン・極性モノマー共重
合体又はそのアイオノマーの融点が５５℃以上であると、耐熱性が良好であり、太陽電池
素子封止用の封止材に用いたときには、太陽電池使用時における温度上昇による変形を防
止し、太陽電池モジュールを加熱圧着法で製造する際に封止材が必要以上に流れ出してバ
リを生じる等の問題を回避することができる。また、耐熱性を向上させるために架橋剤を
積極的に使用する必要もない。
【００３８】
　本発明におけるエチレン・極性モノマー共重合体としては、成形加工性、機械的強度な
どを考慮すると、ＪＩＳ Ｋ７２１０－１９９９（１９０℃、２１６０ｇ荷重）における
メルトフローレート（ＭＦＲ；以下同様）が１～１００ｇ／１０分のものが好ましく、特
に５～５０ｇ／１０分のものが好ましい。
【００３９】
　エチレン・極性モノマー共重合体は、エチレン及び「カルボン酸基及びカルボン酸塩由
来の基から選ばれる極性基を有する極性モノマー」以外の他のモノマーに由来する構成単
位を有していてもよい。他のモノマーとして例えばビニルエステルや（メタ）アクリル酸
のアルキルエステルなどが共重合された共重合体であってもよく、柔軟性付与の効果が得
られる。この場合の他のモノマーの共重合体中における割合は、本発明の効果を損なわな
い範囲で適宜選択すればよい。
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【００４０】
　エチレン・極性モノマー共重合体は、高温、高圧下のラジカル共重合により得ることが
できる。また、エチレン・極性モノマー共重合体のアイオノマーは、エチレン・極性モノ
マー共重合体と金属化合物とを反応させることによって得ることができる。
【００４１】
　本発明におけるエチレン共重合体組成物に配合される「アミノ基を有するジアルコキシ
シラン」としては、例えば、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメ
トキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン
等のＮ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルアルキルジアルコキシシラン、３－
アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン等
の３－アミノプロピルアルキルジアルコキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピル
メチルジメトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルメチルジエトキシシランな
どを挙げることができる。
　これらの中でも、ジアルコキシシランとしては、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミ
ノプロピルアルキルジアルコキシシラン（より好ましくはアルキル部位の炭素数が１～３
）又は３－アミノプロピルアルキルジアルコキシシラン（より好ましくはアルキル部位の
炭素数が１～３）が好ましい。中でも特に、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロ
ピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジ
エトキシシラン、３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３－アミノプロピルメチ
ルジエトキシシランが好ましい。特に、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピル
メチルジメトキシシランは、工業的に入手しやすいので好ましく使用される。
【００４２】
　エチレン共重合体組成物にシランカップリング剤としてトリアルコキシシランを用いた
場合には、増粘が大きくゲル状物を生じ易く、保存中に接着性が比較的早く低下し始める
のに対し、本発明のようにシランカップリング剤としてジアルコキシシランを用いること
により、ラミネーション過程での増粘やゲル状化が抑えられて安定的になり、接着性を維
持してバックシートとの接着加工を安定して行なえる。
【００４３】
　アミノ基を有するジアルコキシシランは、太陽電池素子を挟む基材（バックシートだけ
でなく、太陽光が入射する側のガラス等の基板）との接着性の向上効果、及びシート成形
時の例えばゲル状物等の発生抑制などの安定性の観点から、前記本発明におけるエチレン
・極性モノマー共重合体１００質量部に対して、好ましくは１５質量部以下、より好まし
くは０．０３～１２質量部、特に好ましくは０．０５～１２質量部の割合で配合される。
　アミノ基を有するジアルコキシシランの量が１５質量部以下であると、良好な接着性が
得られ、ゲル状物等の発生を抑えてシート成形を安定に行なえる。
【００４４】
　また、本発明のエチレン共重合体組成物には、酸化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤な
どの耐候安定剤の少なくとも一種を配合することが、太陽光線中の紫外線に基づく封止材
の劣化を防ぐ点で効果的である。
【００４５】
　前記紫外線吸収剤としては、例えば、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、
２，２’－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシ
－２－カルボキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－ｎ－オクトキシベンゾフェノン
などのベンゾフェノン系、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ第３ブチルフェニル
）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）ベンゾトリアゾ
ール、２－（２’－ヒドロキシ－５－第３オクチルフェニル）ベンゾトリアゾールなどの
ベンゾトリアゾール系、フェニルサリチレート、ｐ－オクチルフェニルサリチレートなど
のサリチル酸エステル系のものなどを好適に使用することができる。
【００４６】
　前記酸化防止剤としては、例えば、各種ヒンダードフェノール系やホスファイト系のも
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のを好適に使用することができる。ヒンダードフェノール系酸化防止剤の具体例としては
、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、２－ｔ－ブチル－４－メトキシフェノール
、３－ｔ－ブチル－４－メトキシフェノール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェ
ノール、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’
－メチレンビス（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－メチレンビス（
２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス［６－（１－メチルシク
ロヘキシル）－ｐ－クレゾール］、ビス［３,３－ビス（４－ヒドロキシ－３－ｔ－ブチ
ルフェニル）ブチリックアシッド］グリコールエステル、４，４’－ブチリデンビス（６
－ｔ－ブチル－ｍ－クレゾール）、２，２’－エチリデンビス（４－ｓｅｃ－ブチル－６
－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－エチリデンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェノ
ール）、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）
ブタン、１，３，５－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２
，４，６－トリメチルベンゼン、２，６－ジフェニル－４－オクタデシロキシフェノール
、テトラキス［メチレン－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プ
ロピオネート］メタン、ｎ－オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロピオネート、４，４’－チオビス（６－ｔ－ブチル－ｍ－クレゾール
）、トコフェロール、３，９－ビス［１，１－ジメチル－２－［β－（３－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ］エチル］２，４，８，１０
－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカン、２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシベンジルチオ）－１，３，５－トリアジンなどを挙げることができ
る。
【００４７】
　ホスファイト系酸化防止剤の具体例としては、３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シベンジルフォスファネートジメチルエステル、ビス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシベンジルホスホン酸エチル、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスフ
ァネートなどを挙げることができる。
【００４８】
　また、前記光安定剤としては、例えば、ヒンダードアミン系のものを好適に使用するこ
とができる。具体例としては、ヒンダードアミン系光安定剤として、例えば、４－アセト
キシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－ステアロイルオキシ－２，２，６
，６－テトラメチルピペリジン、４－アクリロイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチ
ルピペリジン、４－ベンゾイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－
シクロヘキサノイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（ｏ－クロ
ロベンゾイルオキシ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（フェノキシア
セトキシ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１，３，８－トリアザ－７，７
，９，９－テトラメチル－２，４－ジオキソ－３－ｎオクチル－スピロ［４，５］デカン
、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（２，２，
６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）テレフタレート、ビス（１，２，２，６，６－
ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、トリス（２，２，６，６－テトラメチル－
４－ピペリジル）ベンゼン－１，３，５－トリカルボキシレート、トリス（２，２，６，
６－テトラメチル－４－ピペリジル）－２－アセトキシプロパン－１，２，３－トリカル
ボキシレート、トリス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－２－ヒドロ
キシプロパン－１，２，３－トリカルボキシレート、トリス（２，２，６，６－テトラメ
チル－４－ピペリジル）トリアジン－２，４，６－トリカルボキシレート、トリス（２，
２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジン）ホスファイト、トリス（２，２，６，６－
テトラメチル－４－ピペリジル）ブタン－１，２，３－トリカルボキシレート、テトラキ
ス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）プロパン－１，１，２，３－テト
ラカルボキシレート、テトラキス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ブ
タン－１，２，３，４－テトラカルボキシレートなどを挙げることができる。
【００４９】
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　上記の耐候安定剤は、エチレン・極性モノマー共重合体１００質量部に対し、５質量部
以下の範囲が好ましく、特に０．１～３質量部の範囲で配合するのが効果的である。
【００５０】
　上記以外に、本発明の目的を損なわない範囲において、任意の他の添加剤を配合するこ
とができる。他の添加剤としては、公知の各種添加剤を使用することができ、例えば、顔
料、染料、滑剤、変色防止剤、ブロッキング防止剤、発泡剤、発泡助剤、架橋剤、架橋助
剤、無機充填剤、難燃剤などを挙げることができる。
【００５１】
　前記変色防止剤としては、カドミウム、バリウム等の金属の脂肪酸塩を用いることがで
きる。
　また、本発明の太陽電池用積層シートにおいて、透明性は要求されない場合に、着色、
発電効率向上などの目的で、顔料、染料、無機充填剤などを配合することができる。例え
ば、酸化チタン、炭酸カルシウムなどの白色顔料、ウルトラマリンなどの青色顔料、カー
ボンブラックのような黒色顔料などのほか、ガラスビーズや光拡散剤などを例示すること
ができる。本発明においては、エチレン・極性モノマー共重合体と共に、特に酸化チタン
のような無機顔料を配合すると、絶縁抵抗低下の防止効果に優れる点で好ましい。顔料、
染料、無機充填剤などを配合する場合、これら（特に無機顔料）の好適な配合量としては
、エチレン・極性モノマー共重合体１００質量部に対して、１００質量部以下が好ましく
、より好ましくは０．５～５０質量部であり、特に好ましくは４～５０質量部である。
【００５２】
　本発明においては、フッ素樹脂又はポリエステル樹脂を用いたバックシート基材のうち
、少なくとも封止材層が積層される側の面は、接着性改良のため、化学的処理又は物理的
処理が施される。
　バックシートを構成するポリエステル樹脂やフッ素樹脂の基材面に施す物理的処理とし
ては、コロナ処理、プラズマ処理、火炎処理、オゾン処理が例示できる。
　また、化学的処理としては、アンカーコート処理が例示できる。アンカーコート処理に
用いるアンカーコート剤の量は、良好な接着性を得る観点から、１～３００ｇ／ｍ２の範
囲が好ましく、３～２００ｇ／ｍ２の範囲がより好ましい。
【００５３】
　アンカーコート剤は、基材の接着性を高めるための接着剤もしくは接着助剤であり、公
知の材料の中から適宜選択すればよく、溶剤型、水性型のいずれを選ぶこともできる。本
発明においては、基材や前記エチレン・極性モノマー共重合体との間で良好な接着力を得
る観点から、２液反応型のウレタン樹脂系接着剤が好ましい。
【００５４】
　２液反応型のウレタン樹脂系接着剤は、耐加水分解性に優れていることが望ましい。該
ウレタン樹脂系接着剤の望ましい形態としては、ポリエステルポリオールあるいは２官能
以上のイソシアネート化合物により鎖伸長を施したポリエステルウレタンポリオールのい
ずれかの単体又はその混合物に硬化剤を配合して得られる接着組成物が望ましく、あるい
はこの接着剤組成物１００質量部に更に、カルボジイミド化合物、オキサゾリン化合物、
及びエポキシ化合物から選択される少なくとも１種の化合物１～５０質量部を配合して得
られる接着剤組成物が望ましい。カルボジイミド化合物、オキサゾリン化合物、又はエポ
キシ化合物を含有することにより、高温多湿下などの反応促進環境下で加水分解が起きた
際に生成するカルボキシル基を封鎖し、水分による接着性の低下を抑制することができる
。
【００５５】
　前記ポリエステルポリオールは、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、ス
ペリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ブラシル酸などの脂肪族系、及びイソフタル酸、
テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸などの芳香族系の二塩基酸の１種以上と、エチレ
ングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、メチ
ルペンタンジオール、ヘキサンジオール、ヘプタンジオール、オクタンジオール、ノナン
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ジオール、デカンジオール、ドデカンジオールなど脂肪族系、シクロヘキサンジオール、
水添キシリレングリコールなどの脂環式系、及びキシリレングリコールなどの芳香族系の
ジオールの１種以上と、を用いて得ることが可能である。また更に、このポリエステルポ
リオールの両末端の水酸基を、例えば、２，４－もしくは２，６－トリレンジイソシアネ
ート、キシリレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、メ
チレンジイソシアネート、イソプロピレンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、
２，２，４－もしくは２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、１，６
－ヘキサメチレンジイソシアネート、メチルシクロヘキサンジイソシアネート、イソホロ
ンジイソシアネート、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、及びイソプ
ロピリデンジシクロヘキシル－４，４’－ジイソシアネートなどから選ばれるイソシアネ
ート化合物の単体、あるいはこれらイソシアネート化合物から選択される少なくとも１種
からなるアダクト体、ビューレット体、イソシアヌレート体を用いて鎖伸長したポリエス
テルウレタンポリオールなどが挙げられる。
【００５６】
　ポリウレタン系材料として考えられるポリオール成分は、ポリエーテルポリオール、ポ
リカーボネートポリオール、アクリルポリオールなどが挙げられ、これらの成分を主剤と
したものを用いることが可能である。中でも、耐熱性などを考慮すると、ポリカーボネー
トポリオールやアクリルポリオールなどが好ましい。
【００５７】
　これらを架橋させる前記硬化剤としては、イソシアネート化合物を用いることが可能で
ある。但し、これに限られるものではなく、活性水素基と反応性を有する硬化剤であれば
種類は問わない。
【００５８】
　カルボキシル基を封鎖する作用が期待される前記カルボジイミド化合物としては、例え
ば、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｏ－トルイルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ’－ジフェニルカルボジイミド
、Ｎ，Ｎ’－ジ－２，６－ジメチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，６－
ジイソプロピルフェニル）カルボジイミド、Ｎ，Ｎ’－ジオクチルデシルカルボジイミド
、Ｎ－トリイル－Ｎ’－シクロヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ’－ジ－２，２－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トリイル－Ｎ’－フェニルカルボジイミド
、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｐ－ニトロフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｐ－アミノフェニ
ルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｐ－ヒドロキシフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ’－
ジ－シクロヘキシルカルボジイミド、及びＮ，Ｎ’－ジ－ｐ－トルイルカルボジイミドな
どが挙げられる。
【００５９】
　前記同様の作用が期待される前記オキサゾリン化合物としては、例えば、２－オキサゾ
リン、２－メチル－２－オキサゾリン、２－フェニル－２－オキサゾリン、２，５－ジメ
チル－２－オキサゾリン、２，４－ジフェニル－２－オキサゾリンなどのモノオキサゾリ
ン化合物、２，２’－（１，３－フェニレン）－ビス（２－オキサゾリン）、２，２’－
（１，２－エチレン）－ビス（２－オキサゾリン）、２，２’－（１，４－ブチレン）－
ビス（２－オキサゾリン）、２，２’－（１，４－フェニレン）－ビス（２－オキサゾリ
ン）などのジオキサゾリン化合物が挙げられる。
【００６０】
　また、前記同様の作用が期待される前記エポキシ化合物としては、例えば、１，６－ヘ
キサンジオール、ネオペンチルグリコール、ポリアルキレングリコール等の脂肪族ジオー
ルのジグリシジルエーテル、ソルビトール、ソルビタン、ポリグリセロール、ペンタエリ
スリトール、ジグリセロール、グリセロール、トリメチロールプロパンなどの脂肪族ポリ
オールのポリグリシジルエーテル、シクロヘキサンジメタノールなどの脂環式ポリオール
のポリグリシジルエーテル、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ト
リメリット酸、アジピン酸、セバシン酸などの脂肪族、芳香族の多価カルボン酸のジグリ
シジルエステル又はポリグリシジルエステル、レゾルシノール、ビス－（ｐ－ヒドロキシ
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フェニル）メタン、２，２－ビス－（ｐ－ヒドロキシフェニル）プロパン、トリス－（ｐ
－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１，２，２－テトラキス（ｐ－ヒドロキシフェニル
）エタンなどの多価フェノールのジグリシジルエーテルもしくはポリグリシジルエーテル
、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルトルイジン、アミノフェールの
トリグリシジル誘導体、トリグリシジルトリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレー
ト、トリグリシジルイソシアヌレート、オルソクレゾール型エポキシ、フェノールノボラ
ック型エポキシが挙げられる。
【００６１】
　上記のうち、２液反応型のウレタン樹脂系アンカーコート剤は、ポリエステルウレタン
ポリオールを含む主剤とイソシアネート化合物を含む硬化剤とを用いた接着組成物が好ま
しい。
【００６２】
　また、バックシート基材に樹脂層である封止材層を形成する際は、バックシート基材の
封止材層の溶着面に予め、オゾン処理、プラズマ処理、コロナ放電処理、火炎処理等を施
してもよい。これらの中では、製造設備上の利便性と、接着性の向上効果と持続効果の観
点から、コロナ放電処理が好ましく利用される。
【００６３】
　本発明におけるエチレン共重合体組成物を含む封止材層をバックシート基材上に積層す
る方法としては、該エチレン共重合体組成物を押出ラミネーターあるいは横向きのＴ－ダ
イ押出機などの押出機で加熱溶融して押し出し、バックシート基材上の物理的処理又は化
学的処理が行なわれた面に積層する方法によって行なうことができる。好ましい態様では
、バックシートに予めコロナ処理を施してからラミネートする方法である。
【００６４】
　加熱溶融は、本発明のエチレン共重合体組成物の流動性、成膜性、膜厚調整、膜厚均一
性などの諸性能を考慮し、所望の温度、粘度などを満足できるように行なうことができる
。加熱溶融する加熱温度は、エチレン共重合体組成物が溶融状態となる温度を選択するこ
とができ、具体的には１００～３００℃の範囲が好ましく、１２０～２００℃の範囲がよ
り好ましい。
【００６５】
　本発明における「溶融状態」は、樹脂が軟化し、延展性を呈する状態をいい、この状態
で供給されるとバックシート基材に溶着される。「溶着」とは、バックシート基材との間
で接着性が生じることをいう。
【００６６】
　加熱溶融は、溶融時のエチレン共重合体組成物の粘度が、１６０℃で５０～５００Ｐａ
・ｓの範囲となるように行なうのが好ましい。粘度が前記範囲内であると、所望の厚みが
選択できるほか、保護基材との間にある程度の接着性が得られる。特に、加熱溶融は、１
６０℃で１００～４５０Ｐａ・ｓの範囲の粘度になるように行なうのがより好ましい。
　なお、粘度は、キャピラリー式レオメーターを用いて１６０℃で測定される値である。
具体的には、一定温度のシリンダー内の溶融試料をピストンによりキャピラリーダイから
押し出したときの剪断速度と剪断応力を検出し、溶融粘度を測定したものである。
【００６７】
　加熱溶融した非架橋系樹脂組成物をバックシート上に溶融状態で供給するには、例えば
、単軸押出、二軸押出、共押出などの押出成形（例：Ｔダイ押出法）や、カレンダー法等
により行なうことができる。具体的には、押出ラミネーターあるいは横向きのＴ－ダイ押
出機などの押出機を用いて供給することができる。
【００６８】
　バックシート上に設けられるエチレン共重合体組成物を含む封止材層の厚みは、特に制
限されるものではないが、通常は０．０１～１．０ｍｍ程度である。
【００６９】
　本発明のバックシートは、フッ素樹脂又はポリエステル樹脂を用いた基材を用いて構成
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される。フッ素樹脂又はポリエステル樹脂は、耐候性、耐熱性、絶縁性の点で好適である
。基材としては、フッ素樹脂を主体とするフッ素樹脂基板、ポリエステル樹脂を主体とす
るポリエステル樹脂基板が好ましい。ここで、「主体とする」とは、樹脂基板中のフッ素
樹脂又はポリエステル樹脂の含有割合が８０質量％以上であることをいう。
【００７０】
　フッ素樹脂としては、上記同様の理由から、例えば、テトラフルオロエチレン・エチレ
ン共重合体（ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエチレン・ヘキサフルオロプロピレン共重合体
（ＦＥＰ）、テトラフルオロエチレン・パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（
ＰＦＡ）、ポリクロロトリフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、クロロトリフルオロエチレ
ン・エチレン共重合体（ＰＣＴＦＥＥ）、ポリフッ化ビニル（ＰＶＦ）及びポリフッ化ビ
ニリデン（ＰＶＤＦ）から選ばれるフッ素系基材を挙げることができる。
【００７１】
　ポリエステル樹脂としては、上記同様の理由から、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥ
Ｔ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、
ポリシクロヘキサンジメタノール－テレフタレート（ＰＣＴ）から選ばれるポリエステル
系基材を好適に挙げることができる。
【００７２】
　ポリエステル系基材としては、多塩基酸又はそのエステル形成誘導体とポリオール又は
そのエステル形成誘導体とを用いて得られた基材を用いることができる。多塩基酸成分と
して、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、無水フタル酸、２，６－ナフタレンジカ
ルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸、トリメリッ
ト酸、ピロメリット酸、ダイマー酸、マレイン酸、イタコン酸などの酸成分と、ポリオー
ル成分として、エチレングリコール、１，４－ブタンジオール、ジエチレングリコール、
ジプロピレングリコール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノ
ール、トリメチロールプロパン、ペンタエリストール、キシレングリコール、ジメチロー
ルプロパン、ポリ（エチレンオキシド）グリコール、ポリ（テトラメチレンオキシド）グ
リコール、更にはカルボン酸基やスルホン酸基やアミノ基あるいはこれらの塩に由来の基
を有するポリオール成分と、で得られたポリエステルが挙げられる。中でも、前記多塩基
酸成分の２種以上と、前記ポリオール成分の１種又は２種以上とで得られたポリエステル
が好適に挙げられ、特には、耐候性、耐熱性の点で、既述のポリエチレンテレフタレート
（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢ
Ｔ）、ポリシクロヘキサンジメタノール－テレフタレート（ＰＣＴ）が好ましい。
【００７３】
　しかしながら、ポリエステル樹脂基材、特にポリエチレンテレフタレートなどは、加水
分解が懸念される材料である。そこで、ポリエチレンテレフタレートなどのポリエステル
系基材を用いる場合には、数平均分子量が１８０００～４００００の範囲で、環状オリゴ
マーコンテントが１．５質量％以下、固有粘度が０．５ｄｌ／ｇ以上の耐加水分解性を有
するポリエステル系基材であることが好ましい。
　このようなポリエステル樹脂基材は、上述のポリオールと同様に、分子末端がカルボン
酸基の場合、熱、水、更には酸触媒としての作用が働き、加水分解に最も影響を受ける。
そのため、この末端カルボン酸量を上昇させることなく数平均分子量を増加させることが
可能な固相重合法を用いたり、あるいは末端カルボン酸基をカルボジイミド系化合物、オ
キサゾリン系化合物、エポキシ系化合物により封止することもできる。また、太陽電池モ
ジュールを製造する際の熱で収縮の影響が懸念される場合には、アニール処理を施すこと
によって熱収縮率を１％以下、好ましくは０．５％以下にしたポリエステル基材を用いる
ことが可能である。また、耐候性が要求される場合には、ベンゾフェノン、ベンゾトリア
ゾール、トリアジンなどの紫外線吸収剤、ヒンダードフェノール系、リン系、硫黄系、ト
コフェロール系の酸化防止剤、ヒンダードアミン系の光安定剤も適宜配合することが可能
である。
【００７４】
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　本発明において使用されるバックシートは、フッ素樹脂、ポリエステル樹脂のみならず
、さらにポリカーボネート樹脂、アクリル樹脂、ポリオレフィン樹脂、ポリアミド樹脂、
ポリアリレート樹脂などを積層して用いることにより、耐熱性、強度物性、電気絶縁性等
を調整してもよい。
【００７５】
　本発明のバックシートを構成する基材としてポリエステル樹脂基材を用いる場合、ポリ
エステル樹脂基材は透明性のものでも構わないが、耐候性、外観を向上させる観点からは
、白色系あるいは黒色系のポリエステルフィルムが好ましい。このとき、白色系のポリエ
ステルフィルムは、酸化チタン、シリカ、アルミナ、炭酸カルシウム、硫酸バリウム等の
白色添加物を添加した「顔料分散タイプ」、あるいはポリエステルに非相溶なポリマーや
微粒子を添加し、二軸延伸時にブレンド界面で空隙を形成して白色化させた「微発泡タイ
プ」などを用いることが可能である。前記「微発泡タイプ」において、前記「ポリエステ
ルに非相溶なポリマー」としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブテン、ポリメ
チルペンテンなどのポリオレフィン系樹脂が好ましい。必要に応じて、ポリアルキレング
リコール又はその共重合体などを相溶化剤として使用することが可能である。また、前記
微粒子の具体例としては、有機粒子や無機粒子が挙げられ、シリコン粒子、ポリイミド粒
子、架橋スチレン－ジビニルベンゼン共重合体粒子、架橋ポリエステル粒子、フッ素系粒
子などが挙げられる。また、無機粒子としては、炭酸カルシウム、二酸化珪素、硫酸バリ
ウムなどが挙げられる。
　黒色系のポリエステルフィルムは、カーボンブラック等の黒色添加物を添加した「顔料
分散タイプ」を用いる。
【００７６】
　バックシートが多層構造の場合、フッ素樹脂やポリエステル樹脂などがどのような形で
積層されていてもよく、本発明のエチレン系共重合体組成物と接する側にフッ素樹脂ある
いはポリエステル樹脂が存在する態様であればよい。一般には、下記の構成とすることが
できるが、本発明はこれらの例示に限定されるものではない。
　基材の構成としては、フッ素樹脂／ポリエステル樹脂／フッ素樹脂、フッ素樹脂／アル
ミ箔／フッ素樹脂、ポリエステル樹脂／アルミ箔／ポリエステル樹脂、ポリエステル樹脂
／白色ポリエステル樹脂／ポリエステル樹脂、シリカ蒸着ポリエステル樹脂／白色ポリエ
ステル樹脂、シリカ蒸着ポリエステル樹脂／ポリエステル樹脂／白色ポリエステル樹脂な
どが挙げられる。
【００７７】
　上記した本発明の太陽電池用積層シートと、太陽電池素子と、ガラス等の透明保護材と
を、太陽電池素子を挟むようにして配置し、加熱及び／又は圧着により固定する。これに
より、太陽電池モジュールを作製することができる。このような太陽電池モジュールとし
ては、種々のタイプを例示することができる。その一例として、太陽光が入射する側の上
部透明保護基材／封止材／太陽電池素子／既述の本発明の太陽電池用積層シートのように
、太陽電池素子をその両側から封止材で挟んだ積層構造の太陽電池モジュールを挙げるこ
とができる。
　また、別タイプの太陽電池モジュールとして、ガラス基板上にアモルファス太陽電池素
子をスパッタリング等で形成した上に、封止材層が太陽電池素子と向き合うように既述の
本発明の太陽電池用積層シートを重ねた構成のもの等を挙げることができる。
【００７８】
　本発明の太陽電池用積層シートは、エチレン共重合体組成物の層（封止材層）が封止材
としての性能を発現するのに充分な厚みを持っていれば、前述のように太陽電池モジュー
ルを製造する際に封止材を必要としない。しかし、エチレン共重合体組成物の層が薄けれ
ば、別途封止材を用意し、通常の方法で太陽電池モジュールを製造することも可能である
。その場合、別途用意する封止材は、本発明のエチレン共重合体組成物と同じ種類である
ことが耐久接着性の面から好ましい。
【００７９】
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　太陽電池素子としては、例えば、単結晶シリコン、多結晶シリコン、アモルファスシリ
コンなどのシリコン系、ガリウム－砒素、銅－インジウム－セレン、カドミウム－テルル
などのＩＩＩ－Ｖ族やＩＩ－ＶＩ族化合物半導体系など、各種太陽電池素子を用いること
ができる。既述の本発明の太陽電池用積層シートは、封止材との耐久接着性の点で、特に
アモルファス太陽電池素子、例えばアモルファスシリコンの封止の観点から有用である。
【００８０】
　太陽電池モジュールを構成する上部保護基材は、太陽光が入射する入射面である観点か
ら、ガラス、アクリル樹脂、ポリカーボネート、ポリエステル、フッ素含有樹脂などを例
示することができる。
　また、上部保護基材がアクリル樹脂、ポリカーボネート、ポリエステル、フッ素含有樹
脂などの場合には、本発明の太陽電池用積層シートをそのまま利用することが可能である
。
【実施例】
【００８１】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はその主旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。
【００８２】
－１．原料－
　以下に示す実施例及び比較例の実施にあたり、下記の材料を準備した。なお、「メタク
リル酸含量」はメタクリル酸由来の繰り返し構成単位の共重合比率を示し、ＭＦＲは、Ｊ
ＩＳ Ｋ７２１０－１９９９に準拠し、１９０℃、荷重２１６０ｇにて測定したメルフロ
ーレート値である。
【００８３】
（１）樹脂：
・樹脂（ａ）：エチレン・メタクリル酸共重合体のＺｎアイオノマー
　（メタクリル酸含量：１５質量％、ＭＦＲ：５ｇ／１０分、中和度：２３％、融点：９
１℃）
・樹脂（ｂ）：エチレン・メタクリル酸共重合体のＺｎアイオノマー
　（メタクリル酸含量：８．７質量％、ＭＦＲ：５．５ｇ／１０分、中和度：１７％、融
点：９８℃）
・樹脂（ｃ）：エチレン・メタクリル酸共重合体
　（メタクリル酸含量：１５質量％、ＭＦＲ：２５ｇ／１０分、融点：９３℃）
・樹脂（ｄ）：エチレン・メタクリル酸共重合体
　（メタクリル酸含量：２０質量％、ＭＦＲ：６０ｇ／１０分、融点：８７℃）
・樹脂（ｅ）：エチレン・メタクリル酸共重合体のＮａアイオノマー
　（メタクリル酸含量：１５質量％、ＭＦＲ：２．８ｇ／１０分、中和度：３０％、融点
：９２℃）
【００８４】
（２）シランカップリング剤：
・シランカップリング剤（ａ）：Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチル
ジメトキシシラン
・シランカップリング剤（ｂ）：Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメ
トキシシラン
・シランカップリング剤（ｃ）：３－アミノプロピルトリエトキシシラン
・シランカップリング剤（ｄ）：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン
・シランカップリング剤（ｅ）：３－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン
【００８５】
（３）酸化防止剤：ペンタエリスリトールテトラキス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］（Ｉｒｇａｎｏｘ １０１０、チバ・スペシ
ャルティ・ケミカルズ社製）
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（４）紫外線吸収剤：２－ヒドロキシ－４－ｎ－オクトキシベンゾフェノン（Ｃｈｉｍａ
ｓｓｏｒｂ ８１、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）
（５）光安定剤：ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート（
Ｔｉｎｕｖｉｎ ７７０ＤＦ、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）
【００８６】
（６）アンカーコート剤：大日精化工業（株）製の２液反応型ウレタン樹脂系接着剤
　〔セイカダイン２８１０Ｃ（主剤）／セイカダイン２７１０Ａ（硬化剤）／酢酸エチル
＝５／５／５０（質量比）〕
【００８７】
－２．基材－
　基材には、下記の４種を用意した。
・青板ガラス：厚み３．２ｍｍ、サイズ７．５ｃｍ×１２ｃｍ（旭硝子社製、青板強化フ
ロートガラス）
・白板ガラス：厚み３．２ｍｍ、サイズ７．５ｃｍ×１２ｃｍ（旭ガラス社製、白板強化
ガラス）
・バックシート（１）：ＰＶＦ（３８μｍ厚ポリフッ化ビニル）／ＰＥＴ（７５μｍ厚ポ
リエチレンテレフタレート）／ＰＶＦ（３８μｍ厚ポリフッ化ビニル）の積層基材
　〔エムエーパッケージング（株）製のＰＴＤ７５（フッ素樹脂基材）；ＰＶＦ：デュポ
ン社製のテドラー（登録商標）〕
　バックシート（１）は、ＰＶＦ面にコロナ処理を施して表面の濡れ張力を５０ｍＮ／ｍ
以上として用いた。
・バックシート（２）：ＰＥＴ（12μｍのポリエチレンテレフタレート）／白ＰＥＴ（50
μｍの白色ポリエチレンテレフタレート）の積層基材〔ポリエステル樹脂基材；東洋アル
ミニウム（株）製のトーヤルソーラー〕
　バックシート（２）は、両側表面にコロナ処理を施し表面の濡れ張力を５０ｍＮ／ｍ以
上として用いた。
【００８８】
－３．太陽電池素子－
・ＰＨＯＴＯＷＡＴＴ社製の多結晶シリコンタイプＰＷＰ１ＣＰ３
【００８９】
－４．封止用シートの作製－
　上記の樹脂（ａ）５０００ｇ、シランカップリング剤（ａ）２５ｇ、酸化防止剤１ｇ、
紫外線吸収剤１０ｇ、及び光安定剤３．５ｇをそれぞれ秤量して混合し、含浸ペレットと
した。得られた含浸ペレットを、押出機（Ｌ／Ｄ＝２６、フルフライトスクリュー、圧縮
比２．６）を用いて加工温度１８０℃にて混練し、シート状に溶融押出しすることにより
、シート厚が０．４ｍｍの封止用シートを作製した。
【００９０】
（予備実験１～１０）
　下記表１に示す樹脂７０ｇと同じく下記表１に示すシランカップリング剤０．７ｇとを
それぞれ秤量し、ラボプラストミル混練機（東洋精機社製、ツインスクリュー）にて１５
０℃、回転数３０ｒｐｍで１５分間混合した。このとき、トルク［Ｎ・ｍ］の変化を観察
し、溶融押出しラミネーション法により成形可能かどうかを評価した。このとき、シラン
カップリング剤は、樹脂投入後の樹脂トルクが安定してから添加した。
【００９１】
　トルク変化ΔＮ（％）は、トルクの最大値（Ｎｍａｘ）及び最小値（Ｎｍｉｎ）から下
記式により求めた。その結果を下記表１に示す。
　　　ΔＮ［％］＝（Ｎｍａｘ／Ｎｍｉｎ）×１００　・・・式
【００９２】
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【表１】

【００９３】
　前記表１の結果から分かるように、アミノ基を有するジアルコキシシラン以外のカップ
リング剤では、溶融混練によりゲル化が発生するうえ、トルク変化も大きくなり、押出し
ラミネーション成形ができないことがわかる。
　以上の結果から、樹脂（ａ）～（ｂ）とシランカップリング剤（ａ）とを用いた例を実
施例として示す。なお、予備実験３～１０の組成では、積層シートの形成は困難である。
【００９４】
（実施例１）
－アンカーコート剤の塗布－
　前記バックシート（２）を用い、その白ＰＥＴの表面にバーコーターＮｏ８を選択して
前記アンカーコート剤を塗布後、１００℃で５分間乾燥した。このとき、乾燥後の塗布厚
は１μｍ以下であった。この基材を用いて、以下のようにして太陽電池用積層シートを作
製した。
【００９５】
－太陽電池用積層シートの作製－
　上記の樹脂（ａ）５０００ｇ、シランカップリング剤（ａ）２５ｇ、酸化防止剤１ｇ、
紫外線吸収剤１０ｇ、光安定剤３．５ｇ、白色顔料（酸化チタン、デュポン社製のＲ１０
３）１００ｇ（濃度６０質量％）を秤量し、混合して含浸ペレットとした。得られた含浸
ペレットを、押出機（Ｌ／Ｄ＝２６、フルフライトスクリュー、圧縮比２．６）を用いて
加工温度１８０℃にて混練し、溶融押出しされた樹脂の厚みが０．１ｍｍになるようにし
て溶融樹脂を、アンカーコート面が溶融樹脂と対向するように配置されたバックシート（
２）のアンカーコート面にラミネートし、樹脂層（封止材層）を形成した。その後、４０
℃で４８時間エージングした。このようにして太陽電池用積層シートＡを作製し、太陽電
池モジュールを作製した。
【００９６】
－評価－
　上記より得られた太陽電池用積層シートＡに対し、下記評価を行なった。評価結果は、
下記表２に示す。
【００９７】
（１）耐久性
　下記の条件で貼合サンプルを作成し、カラーコンピューターＳＭ－Ｔ（スガ試験機（株
）製）を用いて初期の黄色度ＹＩを測定した。
　<条件>
　・貼り合わせ装置：ＮＰＣ製のＬＭ－５０ｘ５０Ｓ
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　・サンプル構成　：青色ガラス／上記の封止用シート／太陽電池用積層シートＡ
　・貼り合わせ条件：１５０℃×１０分間にて貼り合わせ
　次に、Ｃｉ－４０００（アトラス社製）により、評価項目に合わせて下記の環境条件下
でそれぞれエージングを行なった後、再び上記同様にＹＩを測定し、初期のＹＩと対比し
て黄変度を評価した。エージングの前後でＹＩの変化が小さい方が耐久性に優れることを
示す。
　・耐熱性：８５℃×１０００時間
　・耐湿性：８５℃×９０％ＲＨ×１０００時間
　・耐候性：８３℃×１８０Ｗ／ｍ２×５０％ＲＨ×１０００時間
【００９８】
（２）バックシートのアンカーコート処理面と樹脂層との間の接着性
　前記（１）耐久性の評価中の各評価項目を終了した各々の貼合サンプルを１０ｍｍ幅に
切り出し、得られた各サンプル片に対してバックシートと樹脂層との間を剥離することに
よって、引張速度５０ｍｍ／ｍｉｎでバックシートのアンカーコート面と、樹脂層との間
の接着強度［Ｎ］を測定した。接着強度は、２Ｎ以上が許容範囲である。
【００９９】
（３）封止材用シートとガラスと間の接着性
　前記（１）耐久性と同様にして貼合サンプルを作成し、この貼合サンプルを１０ｍｍ幅
に切り出し、得られたサンプル片に対して封止用シート及びガラス間を剥離することする
ことによって、引張速度５０ｍｍ／ｍｉｎでサンプルの青板ガラスと封止用シートとの間
の接着強度［Ｎ］を測定した。接着強度は、１０Ｎ以上が許容範囲である。
【０１００】
－太陽電池モジュールの作製－
　得られた太陽電池用積層シートＡを用い、これをその樹脂層が溶融するように加熱し、
青板ガラス／封止用シート／太陽電池素子／太陽電池用積層シートＡ（＝封止材層／バッ
クシート（２））の積層順に重ねて圧着することにより、太陽電池モジュールを作製した
。
【０１０１】
（実施例２）
　上記樹脂（ｂ）５０００ｇ、シランカップリング剤（ａ）２５ｇ、酸化防止剤１ｇ、紫
外線吸収剤１０ｇ、光安定剤３．５ｇを配合し、含浸ペレットとした。得られた含浸ペレ
ットを、押出機（Ｌ／Ｄ＝２６、フルフライトスクリュー、圧縮比２．６）を用いて加工
温度１８０℃にて混練し、溶融押出しされた樹脂の厚みが０．２ｍｍになるようにして、
予めコロナ処理されたバックシート（２）に対して、溶融樹脂をバックシート（２）コロ
ナ処理面にラミネートし、樹脂層（封止材層）を形成した。このようにして太陽電池用積
層シートＢを作製し、白板ガラス／太陽電池素子／太陽電池用積層シートＢ（＝封止材層
／バックシート（２））のように重ねて太陽電池モジュールを作製した。評価結果は、下
記表２に示す。
【０１０２】
（実施例３）
　実施例２において、含浸ペレットを下記のような２種の混合物に代え、バックシート（
２）のコロナ処理面に３層重ねて押出コーティングし、３層構造の樹脂層（封止材層）を
形成して積層シートとしたこと以外は、実施例２と同様にして、太陽電池用積層シートＣ
を作製し、評価を行なった。このとき、外層１、中間層、外層２の厚みをそれぞれ５０μ
ｍ、１００μｍ、５０μｍとした。また、実施例２と同様にして、白板ガラス／太陽電池
素子／太陽電池用積層シートＣ（＝封止材層／バックシート（２））のように重ねて太陽
電池モジュールを作製した。評価結果は、下記表２に示す。
<外層１>
　実施例２と同様に調製した含浸ペレット
<中間層>
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　実施例２の含浸ペレットからシランカップリング剤を除いた以外、同様にして調製した
含浸ペレット
<外層２>
　実施例１と同様に調製した含浸ペレット
【０１０３】
（実施例４）
　上記樹脂（ｂ）５０００ｇ、シランカップリング剤（ａ）２５ｇ、酸化防止剤１ｇ、紫
外線吸収剤１０ｇ、光安定剤３．５ｇを配合し、含浸ペレットとした。得られた含浸ペレ
ットを、押出機（Ｌ／Ｄ＝２６、フルフライトスクリュー、圧縮比２．６）を用いて加工
温度１８０℃にて混練し、溶融押出しされた樹脂の厚みが０．２ｍｍになるようにして、
予めコロナ処理されたバックシート（１）に対して、溶融樹脂をバックシート（１）のコ
ロナ処理面にラミネートし、樹脂層（封止材層）を形成した。このようにして太陽電池用
積層シートＤを作製し、白板ガラス／太陽電池素子／太陽電池用積層シートＤ（＝封止材
層／バックシート（１））のように重ねて太陽電池モジュールを作製した。評価結果は、
下記表２に示す。
【０１０４】
【表２】

 
【０１０５】
　日本出願２００８－１６６９５９及び２００９－０８０１５７の開示はその全体が参照
により本明細書に取り込まれる。
　本明細書に記載された全ての文献、特許出願、および技術規格は、個々の文献、特許出
願、および技術規格が参照により取り込まれることが具体的かつ個々に記された場合と同
程度に、本明細書中に参照により取り込まれる。
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